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 この仕様書は、岩手県が実施する「三陸スポーツ推進事業」（以下「本業務」という。）に係

る受託候補者の選定に関して、岩手県が契約する事業者（以下「受託者」という。）に要求する

本業務の概要や仕様を示すものである。 

１ 業務名 

  三陸スポーツ推進事業 

 

２ 委託契約期間 

  契約締結の日から令和６年２月 22日（木）まで 

 

３ 業務の概要 

  スポーツ参加への心理的なハードルを下げ、住民のスポーツに取り組むきっかけ及び関心を

高めるために、誰もが気軽に参加できるスポーツ体験会の企画提案を募集し実施するもの。 

 

４ 仕様 

(１) 事業の企画・実施 

住民のスポーツに取り組むきっかけ及び関心を高め、誰もが気軽に参加できるスポーツ

体験会などのソフト事業を企画・実施すること。 

なお、事業の企画に当たっては、次の要件を全て満たすこと。 

 ア 広域性の高い取組であること。 

 イ 年齢や性別を問わず誰でも参加できる取組であること。 

 

(２) 事業の周知 

事前告知チラシの作成・配布、ホームページ又はＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーク・

サービス）の活用など、当該事業の周知及び参集に効果的な広報について企画し、実施す

ること。 

 

(３) 事業の検証 

実施結果を踏まえ、成果、課題及び対策等の検証を行い、事業継続に向けた検討を行う

こと。 

 

(４) 契約終了後の事業実施について 

本契約終了後も、事業の検証内容等を踏まえ、自主的に継続した事業実施が行われるよ

うに努めること。 

 

 (５) 自由提案 

参加者は、「３ 業務の概要」に掲げる事項の達成に向けて、参加者が必要と考える企
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画内容を上記業務に組み合わせ、具体的な提案を行うこと。 

 

５ 成果物 

  成果物については、次のとおり作成し、岩手県に提出すること。 

 (１) 内容 

ア 実施報告書（カラー印刷）   ２部 

(ア) 本仕様書の内容に従い本業務を実施したことが分かるよう作成すること。 

(イ) 次の内容を含めて作成すること。 

     ａ イベント等の事業実施状況を撮影したカラー画像（静止画、動画いずれも可）を

掲載すること。 

     ｂ イベント等の事業実施を踏まえ、成果、課題及び対策等の検証結果を掲載するこ

と。 

 

  イ 実施報告書データファイル  一式 

    アで作成した報告書のデータファイルを、ＤＶＤディスク等により提出すること。 

    ただし、ファイルの形式は、Microsoft Office Standard 2016 又は Adobe Acrobat Reader 

DC のいずれかのソフトで開くことが可能なものとすること。 

 

  ウ 広報物   各２部 

    イベント等の事業実施に用いたポスター及びチラシ等の広報物一式を提出すること。 

    なお、カラー印刷で掲示や配布を行った場合には、カラーで提出すること。 

 

  エ その他、本業務で作成した資料のうち、岩手県が指示する資料  一式 

 

(２) 納入場所 

    岩手県沿岸広域振興局 経営企画部 企画推進課 

（〒026-0043 岩手県釜石市新町６番 50号（岩手県釜石地区合同庁舎３階）） 

 

 (３) その他 

ア 受託者がデジタル化し、岩手県に納入した成果物に係る一切の権利（翻案権（著作権法

（昭和 45年法律第 48号）第 27条）及び二次的著作物利用権（同法第 28条）を含む。）は、

岩手県に帰属するものであること。 

 

  イ 写真等の著作権・肖像権処理など、権利関係の処理を済ませた上で成果物を納入するこ

と。また、これらに関する紛争が生じた場合には、受託者の責任において対応するものと

し、岩手県は責任を負わないこと。 
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６ 契約に関する条件 

 (１) 再委託等の制限 

ア 受託者は、本業務の全部又は本業務の企画若しくは運営等を一括して第三者に委託し、

又は請け負わせてはならない。 

 

イ 受託者は、アに該当しない限りにおいて本業務の一部を第三者に委託することができる。

その際、事前に岩手県に対して、再委託の内容、再委託先（商号又は名称）、その他再委託

先に対する監視方法等、必要事項を記載した書面にて再委託について申請し、承諾を得な

ければならない。 

 

  ウ 受託者は、再委託の相手方が行った作業について全責任を負うものとする。また、受託

者は、再委託の相手方に対して、本業務の受託と同等の義務を負わせるものとし、再委託

の相手方の契約においてその旨を定めるものとする。 

 

  エ 受託者は、再委託の相手方に対して、定期的又は必要に応じて、作業の進捗状況等の履

行状況について報告を行わせるなど適正な履行の確保に努めるものとする。また、受託者

は、岩手県が本業務の適正な履行の確保のために必要があると認めるときは、その履行状

況について岩手県に対して報告し、また、岩手県が自ら確認することに協力するものとす

る。 

 

  オ 受託者は、岩手県が承認した再委託の内容について変更しようとするときは、変更する

事項及び理由等について記載した申請書を提出し、岩手県の承認を得るものとする。 

 

 (２) 再委託の相手方 

    受託者は、(１)イにより本業務の一部を第三者に委託する場合には、当該委託の相手方

を岩手県内に主たる営業所を有する者の中から選定するよう努めなければならない。 

 

 (３) 業務履行に係る関係人に関する措置要求 

ア 岩手県は、本業務の履行において著しく不適当と認められるものがあるときは、受託者

に対して、その理由を明示した文書により、必要な措置を請求することができる。 

    

  イ 岩手県は、(１)イにより再委託を受けた者について、本業務の履行において著しく不適

当と認められるものがあるときは、受託者に対して、その理由を明示した書面により、必

要な措置を請求することができる。 

 

  ウ 受託者は、ア又はイによる請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、
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その結果を、請求を受けた日から 10 日以内に岩手県に書面で通知しなければならない。 

 

 (４) 権利の帰属等 

ア 本業務によって作成される成果は、岩手県から受託者に本業務に係る費用が完済された

とき、受託者から岩手県へ移転するものとする。ただし、権利の移転前であっても、岩手

県が必要な範囲において成果品を利用できるものとする。 

 

イ 受託者は、本業務の成果物に係る著作者人格権を行使又は主張しないものとする。 

 

ウ 受託者は、成果物に第三者が権利を有する著作物が含まれている場合、当該著作物の使

用に関して費用負担を含み一切の手続を行うものとする。 

 

 (５) 機密の保持 

  ア 受託者は、本業務を通じて知り得た情報を機密情報として取り扱い、岩手県から取得し

た資料（電子媒体、文書、図面等の形態は問わない。）を含め契約上知り得た情報を、第三

者に開示、漏えい及び本業務に係る作業以外の目的で利用しないものとする。ただし、次

のいずれかに該当する情報は除くものとする。 

   (ア) 岩手県から取得した時点で、既に公知であるもの。 

   (イ) 岩手県から取得後、受託者の責によらず公知となったもの。 

   (ウ) 法令等に基づき開示されるもの。 

   (エ) 岩手県から秘密でないと指定されたもの。 

   (オ) 第三者への開示又は本業務に係る作業以外の目的で利用することにつき、事前に岩

手県に協議の上、承認を得たもの。 

 

  イ 受託者は、岩手県の許可なく、取り扱う情報を指定された場所から持ち出し、あるいは

複製しないものとする。 

 

  ウ 受託者は、本業務に係る作業に関与した受託者の所属職員が異動した後においても、機

密が保持される措置を講ずるものとする。 

 

 (６) 個人情報の保護 

    受託者は、本業務を履行するために個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関す

る法律（平成 15 年法律第 57 号）及び個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県条

例第 49 号）を遵守し、個人情報を適切に取り扱うものとする。 

 

 (７) 保険加入について 
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受託者は、本事業の参加者の傷害等の救済を図るため、適切な保険に加入すること。 

 

 (８) 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策 

新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言の発出等、感染拡大防止の措置を講

ずる必要がある場合には、本業務を変更（延期を含む）又は中止することがある。その場

合、委託者と協議の上、契約を変更し、必要に応じて委託料を精算するものとする。 

 

 (９) その他 

    本業務の実施に当たり、本仕様書に記載のない事項又は疑義が発生した場合は、速やか

に岩手県と協議を行うものとする。 

 


